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主 な 改 正 事 項

改正後条項号 改正前条項号 改 正 事 項 の 概 要

第２編附則８ 第２編附則８ 平成12年10月１日（指定日）における手持品課税の手続について所要の整備

を図った。

第８編第３章１ 第８編第３章１ 「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律」に基づく

特定包装の自主回収の認定の取扱いについて所要の整備を図った。

Þ２Þ

利用上の注意事項
印刷時には、ブラウザの印刷機能ではなく、acrobatreaderの印刷機能（この画面の上のツールバー左上端）を使用し、A4サイズにて印刷してください。また、画面上では文字等が不鮮明でも、プリントアウトして使用する場合は問題ありません。



±I7

� � Å E D

（注）アンダーラインを付した部分は改正部分である。以下同じ。

改 正 後 改 正 前

t�Ë¤ç>zä�ÝÚÙ�©£Ì t�Ë¤ç>zä�ÝÚÙ�©£Ì

Ý=o «`Qò�� Ý=o «`Qò��

租税特別措置法等の一部を改正する法律（平成10年 租税特別措置法等の一部を改正する法律（平成10年

法律第23号。以下「租特改正法」という。）による改 法律第23号。以下「租特改正法」という。）による改

正後の酒税法の一部を改正する法律（平成９年法律第 正後の酒税法の一部を改正する法律（平成９年法律第

21号。以下「改正法」という。）附則第８条《手持品 21号。以下「改正法」という。）附則第８条《手持品

課税等》の規定に基づく平成12年10月１日（以下「指 課税等》の規定に基づく平成10年10月１日（以下「指

定日」という。）における手持品課税の取扱いについ 定日」という。）における手持品課税の取扱いについ

ては、次による。 ては、次による。

6 Ð5 .ð 6 Ð5 .ð

手持品課税の取扱いにおける用語の意義は、次に 手持品課税の取扱いにおける用語の意義は、次に

よる。 よる。

�～� 省略 �～� 同左

� 「納税申告書」とは、改正法附則第８条第20項 � 「納税申告書」とは、改正法附則第８条第16項

において準用する同条第４項に規定する申告書を において準用する同条第４項に規定する申告書を

いう。 いう。

7 L�i	 ø(� 7 L�i	 ø(�

� 省略 � 同左

� 一の税務署管内の２以上の場所にしょうちゅう � 一の税務署管内の２以上の場所にしょうちゅう

乙類を所持している場合において、当該所持場所 乙類を所持している場合において、当該所持場所

ごとのしょうちゅう乙類の所持数量の明細を添付 ごとのしょうちゅう乙類の所持数量の明細を添付

して納税申告書の提出があったときは、一の貯蔵 して納税申告書の提出があったときは、一の貯蔵

場所（原則として、当該所持場所のうち、しょう 場所（原則として、当該所持場所のうち、しょう

ちゅう乙類の所持数量が最も多い場所とする。） ちゅう乙類の所持数量が最も多い場所とする。）

において所持していたものとして取り扱う。 において所持していたものとして取り扱う。

削除 （注）所持場所ごとのしょうちゅう乙類の所持数

量の明細として、「手持品課税対象酒類の明

細書」を各所持場所ごとに作成し、納税申告

書に添付のある場合に限り、一の貯蔵場所と

して取り扱うのであるから留意する。

削除 8 ³=U� ÜS

納税義務者に該当すると見込まれる酒類業者に対

する記帳指導は、次による。

Þ３Þ

利用上の注意事項
印刷時には、ブラウザの印刷機能ではなく、acrobatreaderの印刷機能（この画面の上のツールバー左上端）を使用し、A4サイズにて印刷してください。また、画面上では文字等が不鮮明でも、プリントアウトして使用する場合は問題ありません。



改 正 後 改 正 前

� 酒類業者（料飲店等を除く。）に対しては、平

成10年９月26日から同年10月10日までの間におけ

るしょうちゅう乙類の払出数量については、第46

条関係の４《記帳義務における記帳の取扱い》の

定めにかかわらず、卸売したもの以外のものにつ

いても、毎日記帳させる。

なお、毎日の払出数量の記帳に当たり、販売先

ごとの取引が一定数量（ 1,800ミリリットル容器

詰品30本相当）以上であるときは、当該取引に係

る内容（販売先及び販売先ごとの販売数量）を記

帳するよう指導する。ただし、当該取引に係る内

容が、会計帳簿又は伝票等において明らかな場合

には、酒類受払帳（令第52条《記帳義務》第２項

に規定する事項を記載する帳簿をいう。以下同

じ。）への記帳を省略させることができる。

� 平成10年９月26日午前零時及び指定時における

貯蔵場所ごとのしょうちゅう乙類の所持数量につ

いては、現物確認を行い、酒類受払帳の残高と照

合した上で、酒類受払帳に計上するようにさせ

る。

	 料飲店等に対しては、当該料飲店等の所属する

組合等を通じて手持品課税の趣旨を徹底するとと

もに、�の規定に準じて記帳するなど、指定時に

おけるしょうちゅう乙類の所持数量を後日におい

ても確認できるような方法を講じておくよう説明

する。

8 G	 9 �½
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手持品課税に係る酒税額の計算に当たっては、次 手持品課税に係る酒税額の計算に当たっては、次

による。 による。

（注）２の�に該当する場合については、各貯蔵場 （注）２の�に該当する場合については、各貯蔵場

所における所持数量を合計して酒税額を計算す 所における所持数量を合計して酒税額を計算す

るのであるから留意する。 るのであるから留意する。

� 手持品課税に係る酒税額 � 手持品課税に係る酒税額

次に掲げるしょうちゅう乙類の手持品課税に係 次に掲げるしょうちゅう乙類の手持品課税に係

る酒税額については、それぞれに掲げる金額であ る酒税額については、それぞれに掲げる金額であ

Þ４Þ

利用上の注意事項
印刷時には、ブラウザの印刷機能ではなく、acrobatreaderの印刷機能（この画面の上のツールバー左上端）を使用し、A4サイズにて印刷してください。また、画面上では文字等が不鮮明でも、プリントアウトして使用する場合は問題ありません。



改 正 後 改 正 前

るから留意する。 るから留意する。

イ 措置法第87条の２《低アルコール分のしょう イ 措置法第87条の２《低アルコール分のしょう

ちゅう等に係る酒税の税率の特例》の規定の適 ちゅう等に係る酒税の税率の特例》の規定の適

用を受けるもの 用を受けるもの

租特改正法による改正後の措置法第87条の２ 租特改正法による改正後の措置法第87条の２

《低アルコール分のしょうちゅう等に係る酒税 《低アルコール分のしょうちゅう等に係る酒税

の税率の特例》第４項に規定する税率により算 の税率の特例》第３項に規定する税率により算

出した酒税額と同条第３項に規定する税率によ 出した酒税額と同条第２項に規定する税率によ

り算出した酒税額との差額に相当する金額 り算出した酒税額との差額に相当する金額

ロ イ以外のもの ロ イ以外のもの

法第22条《課税標準及び税率》第１項第３号 改正法附則第４条《しょうちゅう及びウイス

に規定する税率により算出した酒税額と改正法 キー類に係る税率の特例》第３項に規定する税

附則第４条《しょうちゅう及びウイスキー類に 率により算出した酒税額と同条第２項に規定す

係る税率の特例》第３項に規定する税率により る税率により算出した酒税額との差額に相当す

算出した酒税額との差額に相当する金額 る金額

� 省略 � 同左
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納税申告書は、しょうちゅう乙類の貯蔵場所ごと 納税申告書は、しょうちゅう乙類の貯蔵場所ごと

に、当該貯蔵場所の所在地の所轄税務署長に提出さ に、「平成10年10月１日現在の手持品課税対象酒類

せる。 の酒税納税申告書」により、当該貯蔵場所の所在地

の所轄税務署長に提出させる。

削除 < «`Qò��£½³�N �\�

� 次に掲げる場合の手持品課税に係る酒税の納期

限は、平成11年３月31日であるから留意する。

イ 納税義務者が期限後申告書又は修正申告書を

平成11年３月31日前に提出した場合

ロ 納税義務者が更正又は決定を受けた場合に

おいて、当該更正又は決定に係る通則法第35条

《申告納税方式による国税等の納付》第２項第

２号に規定する納期限が平成11年３月31日前に

到来する場合

� 納税申告書の提出期限から納期限までに相当の

期間があることから、関係部門及び関係酒類業組

合と連携を密にして、納税義務者に対し、期限内

納付の励行を説明する。

	 期限内申告書、期限後申告書若しくは修正申告

Þ５Þ

利用上の注意事項
印刷時には、ブラウザの印刷機能ではなく、acrobatreaderの印刷機能（この画面の上のツールバー左上端）を使用し、A4サイズにて印刷してください。また、画面上では文字等が不鮮明でも、プリントアウトして使用する場合は問題ありません。



改 正 後 改 正 前

書を受理した場合又は更正若しくは決定を行った

場合には、当該期限内申告書等は納付すべき税額

の徴収決定等を行うため管理徴収部門に回付す

る。

（注）平成９年10月１日若しくは平成10年５月１

日現在における手持品課税対象酒類の酒税の

期限後申告書若しくは修正申告書を受理した

場合又は更正若しくは決定を行った場合につ

いても同様とする。

削除 = «`³= e¿�

手持品課税の適正な実施を期するため、手持酒類

の調査等については、次による。

� 酒類業者が指定時においてしょうちゅう乙類を

400リットル以上所持するかどうかについて、あ

らかじめ、資料情報等により調査し、は握する。

� 納税義務者に該当すると認められる酒類業者に

対しては、必要に応じて、指定日以後、その貯蔵

場所におけるしょうちゅう乙類の所持数量の確認

調査を行う。

	 納税義務者に該当すると認められる酒類業者で

納税申告書の提出がない者又は申告された酒税額

が適正でないと認められる者等に対しては、その

事実の認められた日以後速やかに調査を行う。


 各税務署長は、複数の税務署管轄区域に貯蔵

場所を有する酒類業者について必要と認める場合

には、本店所在地の所轄税務署長あて所持数量を

通報する。

; ;�a#.�|�½��k¾³= ©�v > ;�a#.�|�½��k¾³= ©�v

改正法附則第８条《手持品課税等》第20項におい 改正法附則第８条《手持品課税等》第16項におい

て準用する同条第７項の規定により、手持品課税が て準用する同条第７項の規定により、手持品課税が

行われたしょうちゅう乙類が指定時以後酒類の製造 行われたしょうちゅう乙類が指定時以後酒類の製造

場に戻し入れ又は移入された場合における法第30条 場に戻し入れ又は移入された場合における法第30条

《戻入れの場合の酒税額の控除等》の規定の適用 《戻入れの場合の酒税額の控除等》の規定の適用

は、次による。 は、次による。

�～� 省略 �～� 同左

（注）手持品課税が行われないしょうちゅう乙類 （注）手持品課税が行われないしょうちゅう乙類

Þ６Þ

利用上の注意事項
印刷時には、ブラウザの印刷機能ではなく、acrobatreaderの印刷機能（この画面の上のツールバー左上端）を使用し、A4サイズにて印刷してください。また、画面上では文字等が不鮮明でも、プリントアウトして使用する場合は問題ありません。



改 正 後 改 正 前

が、酒類の製造場に戻し入れ又は移入された が、酒類の製造場に戻し入れ又は移入された

場合の法第30条《戻入れの場合の酒税額の 場合の法第30条《戻入れの場合の酒税額の

控除等》の規定の適用に当たっては、平成 控除等》の規定の適用に当たっては、平成

12年９月30日以前の適用税率により課された 10年９月30日以前の適用税率により課された

酒税額を控除又は還付するのであるから留意 酒税額を控除又は還付するのであるから留意

する。 する。

< � ³ ÙØ � ³

� 省略 � 同左

削除 � 手持品課税が行われた酒類についての証明

納税申告書が提出された後、手持品課税が行わ

れた酒類の販売業者から、当該者の指定時におけ

るしょうちゅう乙類の所持数量の内容等について

証明を受けたい旨の申請があった場合には、税務

署長は、申告書等に基づき、その内容等が明らか

にされているものについて証明する。

� 省略 	 同左

Þ７Þ

利用上の注意事項
印刷時には、ブラウザの印刷機能ではなく、acrobatreaderの印刷機能（この画面の上のツールバー左上端）を使用し、A4サイズにて印刷してください。また、画面上では文字等が不鮮明でも、プリントアウトして使用する場合は問題ありません。



改 正 後 改 正 前
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容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関 容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関

する法律（平成７年法律第 112号。以下この第３章に する法律（平成７年法律第 112号。以下この第３章に

おいて「容器包装リサイクル法」という。）第18条に おいて「容器包装リサイクル法」という。）第18条に

定める酒類に係る特定容器又は特定包装（以下この第 定める酒類に係るガラス製容器及びポリエチレンテレ

３章において「特定容器等」という。）の自主回収の フタレート製容器の自主回収の認定の取扱いは次によ

認定の取扱いは次による。 る。

� 省略 � 同左

� 認定の方法 � 認定の方法

自主回収の認定は、特定容器等の種類ごと（色、 自主回収の認定は、特定容器の種類ごと（色、素

素材、重量、容量、用途又は形状（以下この第３章 材、重量、容量、用途又は形状が異なる特定容器ご

において「色等」という。）が異なる特定容器等ご と）に行うこととし、色等が異なる複数の種類の特

と）に行うこととし、色等が異なる複数の種類の 定容器が同一の方法で回収、再利用等されており、

特定容器等が同一の方法で回収、再利用等されて 色等別の回収率がおおむね等しくなるものと推定で

おり、色等別の回収率がおおむね等しくなるものと きる場合には、それらをあわせて認定をすることが

推定できる場合には、それらをあわせて認定をする できるものとする。

ことができるものとする。

	 主務大臣への申出の方法 	 主務大臣への申出の方法

主務大臣への申出に当たっては、自主回収の認定 主務大臣への申出に当たっては、自主回収の認定

を受けようとする特定容器等ごとに、次の
に示す を受けようとする特定容器ごとに、次の
に示す方

方法により算定した過去３事業年度分（事業年度が 法により算定した過去３年度分に関する利用量（又

１年でない場合は、直近終了事業年度終了の日前３ は販売量）、回収量及び回収率並びに回収方法を記

年間）に関する利用量（又は販売量）、回収量及び 載した申請書及び次に掲げる書類又は図面を添付を

回収率並びに回収方法を記載した申請書及び次に し、大蔵大臣に３部（大蔵大臣、厚生大臣、通商産

掲げる書類及び図面を添付をし、大蔵大臣に３部 業大臣宛それぞれ１部。）提出するものとする。

（大蔵大臣、厚生大臣、通商産業大臣宛それぞれ１

部。）提出するものとする。

（注） 自主回収の認定の申出は毎年度行う必要は （注） 自主回収の認定の申出は毎年度行う必要は

ないのであるから留意する。 ないのであるから留意する。

イ 回収経路の概略がわかる書類（回収のフロー イ 回収経路の概略がわかる書類（回収のフロー

図） 図）

ロ 認定を受けようとする特定容器等の形状、プリ ロ 認定を受けようとする特定容器の形状を明示す

ント図、大きさ等を明示する図面 る図面

Þ８Þ

利用上の注意事項
印刷時には、ブラウザの印刷機能ではなく、acrobatreaderの印刷機能（この画面の上のツールバー左上端）を使用し、A4サイズにて印刷してください。また、画面上では文字等が不鮮明でも、プリントアウトして使用する場合は問題ありません。



改 正 後 改 正 前

ハ 他の特定容器等と区別が困難な場合には、認定 新設

を受けようとする特定容器等を判別し回収する根

拠を記載した書類

ニ 認定を受けようとする特定容器等の回収の方法 ハ 認定を受けようとする特定容器の回収の方法に

に応じ、次に掲げる書類 応じ、次に掲げる書類

(j) 自ら回収する場合には、直近終了の事業年度 (j) 自ら回収する場合には、直近の事業年度にお

における回収店舗・場所の名称・所在地及び回 ける回収店舗・場所の所在地・名称及び回収量

収量の一覧表 の一覧表

(³) 当該特定容器等を用いた商品の卸売、小売等 (³) 当該特定容器を用いた商品の卸売、小売等を

を行う事業者に委託して回収する場合には、直 行う事業者に委託して回収する場合には、直近

近終了の事業年度における特定容器等を回収す の事業年度における特定容器を回収する卸業者

る卸業者等の名称、所在地及びその回収量の一 等の名称、所在地及びその回収量の一覧表

覧表

(�) 回収業者に委託して回収する場合には、直近 (�) 回収専門業者に委託して回収する場合には、

終了の事業年度における回収を委託した回収業 直近の事業年度における回収を委託した回収専

者の名称、所在地及びその回収量の一覧表 門業者等の名称、所在地及びその回収量の一覧

表

ホ 直近終了の事業年度における利用量（又は販売 ニ 直近の事業年度における利用量（又は販売量）

量）及び回収量を算定した根拠を記載した書類 及び回収量を算定した根拠を記載した書類

（注） 認定に当たって必要がある場合には、 （注） 認定に当たって必要がある場合には、

利用量（又は販売量）又は回収量等につい 用量（又は販売量）又は回収量等につい

て、上記書類の他、更に詳細な書類の提出 て、上記書類以外の詳細な書類の提出を求

を求めることとする。 めることとする。

ヘ 直近終了の事業年度における回収した特定容器 ホ 直近の事業年度における回収した特定容器の利

等の利用、処理等の状況を記載した書類 用等の状況を記載した書類

ト 「おおむね90％」の回収率を維持・達成するた ヘ 「おおむね90％」の回収率を維持・達成するた

めの方法を記載した書類 めの方法を記載した書類


 利用量（又は販売量）、回収量及び回収率の算定 
 利用量（又は販売量）、回収量及び回収率の算定

方法 方法

認定を受けようとする特定容器等の利用量（又は 認定を受けようとする特定容器の利用量（又は販

販売量）、回収量及び回収率は、以下の方法により 売量）、回収量及び回収率は、以下の方法により算

算定する。 定する。

イ 利用量（又は販売量） イ 利用量（又は販売量）

(j) 特定容器利用事業者又は特定包装利用事業者 (j) 特定容器利用事業者については、当該特定容

については、当該特定容器等１個（又は枚）当 器１個当たりの重量に、当該特定容器を用いた

たりの重量に、当該特定容器等を用いた商品の 商品の各事業年度の販売数を乗じて得た量（単

Þ９Þ

利用上の注意事項
印刷時には、ブラウザの印刷機能ではなく、acrobatreaderの印刷機能（この画面の上のツールバー左上端）を使用し、A4サイズにて印刷してください。また、画面上では文字等が不鮮明でも、プリントアウトして使用する場合は問題ありません。



改 正 後 改 正 前

各事業年度の販売数を乗じて得た量（単位â） 位â）を利用量とする。

を利用量とする。

なお、特定容器等１個（又は枚）当たりの重

量が１グラムに満たないような場合は、この量

に代えて、商品１ロット（１ダース等、出荷時

の箱詰め等の単位）当たりの特定容器等の重量

を用いることができる。

(³) 特定容器製造等事業者については、当該特定 (³) 特定容器製造等事業者については、当該特定

容器１個当たりの重量に、当該特定容器の各事 容器１個当たりの重量に、当該特定容器の各事

業年度の販売数を乗じて得た量（単位â）を販 業年度の販売数を乗じて得た量（単位â）を販

売量とする。 売量とする。

なお、特定容器１個当たりの重量が１グラム

に満たないような場合は、この量に代えて、商

品１ロット（１ダース等、出荷時の箱詰め等の

単位）当たりの特定容器の重量を用いることが

できる。

ロ 回収量 ロ 回収量

各事業年度に回収した、自己が利用した当該特 各事業年度に回収した当該特定容器の総重量

定容器等と同一の色等の特定容器等の総重量（単 （単位â）を回収量とする。

位â）を回収量とする。

なお、当該特定容器等をカレット、フレーク、 なお、当該特定容器をカレット又はフレークと

ペレット等（以下この第３章において「カレット して回収した場合には、それが当該特定容器に係

等」という。）として回収した場合には、それが るカレット又はフレークであると確認できるもの

当該特定容器等と同一の色等の特定容器等に係る （市町村が収集を行った特定容器が再商品化され

カレット等であると確認できるもの（市町村が収 てカレット又はフレークとなったものを除く。）

集を行った特定容器等が再商品化されてカレット に限り、回収量に含めることができる。

等となったものを除く。）に限り、回収量に含め

ることができる。

ハ 回収率 ハ 回収率

ロの回収量をイの利用量（又は販売量）で除し ロの回収量をイの利用量（又は販売量）で除し

て得た値（百分率。ただし、小数点以下第２位を て得た値（百分率。ただし、小数点以下第２位を

四捨五入。）とする。 四捨五入。）とする。

� 申出の期限 � 申出の期限

自主回収の認定を受けようとする事業者は、認定 自主回収の認定を受けようとする事業者は、認定

を受けて当該特定容器等に係る再商品化義務の免除 を受けて当該特定容器に係る再商品化義務の免除を

を受けようとする年度の前年度の６月末日までに	 受けようとする年度の前年度の６月末日までに	の

Þ１０Þ

利用上の注意事項
印刷時には、ブラウザの印刷機能ではなく、acrobatreaderの印刷機能（この画面の上のツールバー左上端）を使用し、A4サイズにて印刷してください。また、画面上では文字等が不鮮明でも、プリントアウトして使用する場合は問題ありません。



改 正 後 改 正 前

の「自主回収認定申請書」を提出するものとする。 「自主回収認定申請書」を提出するものとする。

� 自主回収の状況の報告 � 自主回収の状況の報告

自主回収の認定を受けた事業者は、容器包装リサ 自主回収の認定を受けた事業者は、容器包装リサ

イクル法第39条の規定に基づき、原則として毎事業 イクル法第39条の規定に基づき、原則として毎事業

年度終了後２月以内に、認定を受けた特定容器等ご 年度終了後速やかに、認定を受けた特定容器ごとに

とに利用量（又は販売量）、回収量及び回収率の実 利用量（又は販売量）、回収量及び回収率の実績を

績をとりまとめた報告書を大蔵大臣に１部提出する とりまとめた報告書を大蔵大臣に１部（大蔵大臣、

ものとする。 厚生大臣、通商産業大臣あて）提出するものとす

る。

（注）１ 必要がある場合には、利用量（又は販売 （注）１ 必要がある場合には、利用量（又は販売

量）又は回収量等について、必要に応じ更 量）又は回収量等について、必要に応じ更

に詳細な書類の提出を求めることとする。 に詳細な書類の提出を求めることとする。

２ 自主回収状況報告書の提出がない場合又 ２ 自主回収状況報告書の提出がない場合又

は認定を受けた回収の方法が「おおむね90 は認定を受けた回収の方法が「おおむね90

％」の回収率を達成するために不適切なも ％」の回収率を達成するために不適切なも

のとなったと認める場合には、容器包装リ のとなったと認める場合には、容器包装リ

サイクル法第18条第３項の規定に基づき認 サイクル法第18条第３項の規定に基づき認

定を取り消すことがあるので留意する。 定を取り消すことがあるので留意する。

Þ１１Þ

利用上の注意事項
印刷時には、ブラウザの印刷機能ではなく、acrobatreaderの印刷機能（この画面の上のツールバー左上端）を使用し、A4サイズにて印刷してください。また、画面上では文字等が不鮮明でも、プリントアウトして使用する場合は問題ありません。


